
高阪章教授経歴および研究業績等一覧
－経 歴－

学歴
1968年 4月 京都大学経済学部入学
1972年 3月 京都大学経済学部卒業
1972年 4月 京都大学大学院経済学研究科修士課程入学
1974年 3月 京都大学大学院経済学研究科修士課程修了

（経済学修士、学位論文『公企業の価格政策』）
1974年 4月 京都大学大学院経済学研究科博士課程進学
1977年 3月 京都大学大学院経済学研究科博士課程単位取得退学
1977年 9月 米国・スタンフォード大学経済学大学院入学
1984年 6月 米国・スタンフォード大学経済学大学院修了

（Ph.D.（経済学）、学位論文 Yen-Dollar Exchange Rate Determination, 1973-82）

主要な職歴
1975年 4月～1988年 3月 特殊法人アジア経済研究所研究員
1988年 4月～1994年 3月 京都大学東南アジア研究センター助教授
1994年 4月～2011年 3月 大阪大学大学院国際公共政策研究科教授
2011年 4月～2017年 3月 関西学院大学国際学部教授

その他の職歴
1985年 4月～1987年 3月 武蔵大学経済学部非常勤講師
1986年 4月～1987年 3月 一橋大学経済研究所客員助教授
1987年 4月～1988年 1月 米国・ハーバード大学経済学部客員研究員
1994年 9月～1998年 8月 埼玉大学大学院政策科学研究科客員教授
1992年12月～1994年12月 経済企画庁経済研究所客員研究員
2000年 4月～2002年 3月 （財）国際東アジア研究センター客員研究員
2003年 4月～2006年 3月 島根県立大学大学院開発研究科非常勤講師
2005年 4月～2007年 3月 （財）国際東アジア研究センター客員研究員

学内活動
2002年 4月～2004年 3月 大阪大学評議員
2004年 4月～2007年 3月 大阪大学大学院国際公共政策研究科・科長
2004年 4月～2006年 3月 大阪大学経営協議会委員
2012年 4月～2013年 3月 関西学院大学評議員

学会活動
1980年 4月～ 日本経済学会会員
1980年 4月～ American Economic Association 会員
1984年 4月～ 日本金融学会会員
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1988年 4月～ アジア政経学会会員
1988年10月～ East Asian Economic Association 会員
1992年 9月～2000年12月 Managing Editor（副編集長），Asian Economic Journal
1992年 9月～ 国際開発学会会員
1993年 4月～ International Steering Committee member（理事），Pacific Trade and Develop-

ment Conference（PAFTAD 太平洋貿易開発会議）．
1994年 9月～2001年 5月 『金融経済研究』編集委員、日本金融学会
1997年 9月～ アジア政経学会評議員
2001年 1月～2006年12月 Editor（編集長），Asian Economic Journal
2001年 1月～2012年12月 Vice President（副会長），East Asian Economic Association
2009年 1月～2011年12月 国際開発学会賞審査委員、国際開発学会。
2013年 1月～ President（会長），East Asian Economic Association

社会活動
1992年 9月～2014年 3月 Coordinator（主査），Japan Committee for Pacific Economic Cooperation

Council（PECC 太平洋経済協力会議日本委員会）
1992年 9月～2014年 3月 Coordinator（主査），Pacific Economic Outlook/ Structure Project（太平洋経

済展望構造問題プロジェクト），Japan Committee for Pacific Economic Out-
look（太平洋経済展望日本委員会）

1993年 4月～2002年 3月 企画委員会委員、関西経済研究センター
1993年 4月～1997年 3月 委員、地球環境関西フォーラム
1995年 8月～1996年 7月 経済審議会「地球社会と我が国の役割」部会特別委員、経済企画庁
1995年 8月～1996年 7月 産業構造審議会「経済協力」部会特別委員、通産省．
1996年 4月～2001年 3月 「環境低負荷型の社会システム」研究プロジェクト委員、科学技術振興財

団
1996年 4月～2000年 3月 研究企画委員会委員、国際東アジア研究センター
1999年 2月～2000年 2月 経済審議会グローバリゼーション部会特別委員、経済企画庁総合計画局
2000年 9月～2002年 7月 未来開拓学術研究推進事業委員会複合部会専門委員、日本学術振興会
2000年 9月～2003年 8月 ジェトロ事業業績評価委員会座長、日本貿易振興会
2001年 1月～2005年 3月 発展途上国研究奨励賞審査委員、日本貿易振興会アジア経済研究所
2002年 7月～2011年12月 諮問会議委員、関西社会経済研究所
2002年 7月～2004年 7月 大学評価委員会専門委員、大学評価・学位授与機構
2003年 5月～2007年 1月 独立行政法人評価委員会臨時委員、経済産業省
2003年 7月～2009年 7月 独立行政法人評価委員会臨時委員、財務省
2006年 7月～2007年 1月 Expert（専門家），Individual Action Plan（IAP）Peer Review Process in 2006

-2007, APEC
2006年 8月～ 日本学術会議連携会員、日本学術会議
2006年11月～2011年 6月 大阪税関行政懇談会委員、大阪税関
2007年 4月～2011年 6月 （財）国際東アジア研究センター評議員
2007年 5月～2007年12月 大学院教育改革支援プログラム委員会分野別審査部会専門委員、日本学術

振興会
2007年 6月～2010年 3月 外部評価委員会委員、政策研究大学院大学
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2008年 1月～2009年12月 科学研究費委員会専門委員、日本学術振興会
2011年 7月～ 理事、国際東アジア研究センター（2015年よりアジア成長研究所と改称）
2011年 9月～ 博士課程教育リーディングプログラム委員会専門委員、日本学術振興会
2016年 12月～ 科学研究費委員会専門委員、日本学術振興会

指導学生
学部・研究演習：
関西学院大学 2011～2016年度：50名
大学院・博士前期課程：
大阪大学 1994～2010年度：74名、
関西学院大学 2014～2016年度：1名
大学院・博士後期課程：
大阪大学 1994～2010年度：24名

外部研究資金（研究代表者となったもの、2000年以降）
１．2003年 4月～2004年 3月 （財）学術振興野村基金研究プロジェクト助成「金融危機と東アジアの
金融政策波及メカニズム」研究経費：700千円

２．2004年 4月～2005年 3月 （財）村田学術振興財団研究助成「太平洋地域における統合化と制度収
束のダイナミズム」研究経費：600千円

３．2005年 4月～2009年 3月 科学研究費基盤研究 A（一般）（H 17-20）「太平洋地域の統合化による
制度の収束と開発戦略・政策選択」研究経費：22,300千円

４．2006年 4月～2009年 3月 科学研究費萌芽研究（H 18-20）「グローバル・インバランスのバラン
ス・シート・アプローチによる構造解析」研究経費 3,100千円

５．2008年 4月～2012年 3月 科学研究費基盤研究 S（H 20-23）「地域統合のスピルオーバー効果と
サイクル効果：アジアと拡大 EU の成長と循環」研究経費 68,200千円

６．2011年 4月～2014年 3月 科学研究費挑戦的萌芽研究（H 23-25）「新興市場の金融政策レジー
ム：マクロ・トリレンマからの解放」研究経費 2,500千円

７．2012年 4月～2016年 3月 科学研究費基盤研究 A（一般）（H 24-27）「「大収縮」と地域統合レジ
ーム：試される政治経済システム」研究経費 34,900千円

８．2016年 4月～2019年 3月 科学研究費基盤研究 B（一般）「産業構造変化から見る長期停滞」研究
経費 12,900千円

－研究業績－

著書・論文（書籍体のもの）
１．伊東和久・高阪章・田近栄治編『経済発展と財政金融』、アジア経済研究所、1985年 12月、243
頁。

２．「経済発展と高金利政策」、伊東和久・高阪章・田近栄治編『経済発展と財政金融』、第 2章、アジ
ア経済研究所、1985年 12月、37-65頁。

３．「経済発展における金融の役割－高度成長期の日本の事例研究－」、山澤逸平編『日韓経済発展比較
論』、総合研究開発機構、1988年 4月、第 5章、133-168頁。

４．「発展途上国の対外借入れ戦略－1980年代東アジア諸国のマクロ経済運営－」、石見徹・伊藤元重
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編『国際資本移動と累積債務』、東京大学出版会、1990年 1月、第 7章、165-190頁。
５．“The Role of Finance in Japan’s Economic Development,”in C. H. Lee and I. Yamazawa, eds., The Eco-

nomic Development of Japan and Korea : A Parallel with Lessons, Praeger Publishers, 1990, Chapter 7,
pp.99-110.

６．「国際経済環境の変化と途上国の借入れ戦略」、堀内昭義編『国際経済環境と経済調整』、アジア経
済研究所、1990年 7月、第 2章、27-49頁。

７．「東南アジアの対外債務」、吉原久仁夫編『東南アジアの経済』、弘文堂、1991年 3月、第 6章、
211-241頁。

８．「途上国の国際収支とそのファイナンス」、植田和男・深尾光洋編『90年代の国際金融』、日本経済
新聞社、1991年 11月、第 5章、125-158頁。

９．“Economic Interdependence in Capital Flows in East Asia,”in Ko-ichi Ohno ed., Regional Integration
and its Impact on Developing Countries, Institute of Developing Economies, 1993.

１０．“Foreign Direct Investment and Other Capital Flows in the Pacific Asia,”in K. Ohno and Y. Okamoto,
eds., Regional Integration and Foreign Direct Investment : Implications for Developing Countries, Insti-
tute of Developing Economies, Tokyo, 1994.

１１．“Interdependence through Capital Flows in the Pacific Asia and the Role of Japan,”in Takatoshi Ito and
Ann O. Krueger eds., Financial Deregulation and Integration in East Asia, The University of Chicago
Press, Chicago, 1996, Chapter 4, pp.107-146.

１２．Kohsaka, Akira and Koichi Ohno, eds., Structural Adjustment and Economic Reform, Institute of Develop-
ing Economies, Tokyo, 1996, pp.1-379.

１３．“Structural Adjustment as a Development Strategy,”in Akira Kohsaka and Koichi Ohno, eds., Structural
Adjustment and Economic Reform, Institute of Developing Economies, Tokyo, 1996, Chapter 1, pp.15-46.

１４．「東アジアの経済発展と日本」、『日本経済のこれから』、有斐閣、1997年 11月、第 15章、239-257
頁。

１５．「21世紀の発展戦略を考える：グローバル化と国民経済」、大野幸一編『開発戦略論の再検討』、ア
ジア経済研究所、1999年 3月。

１６．“Macroeconomic Management under the Increasing Capital Market Integration in the Asia Pacific Region :
Beyond the Tom Yam Effect,”in Motamen-Samadian, Sima and Celso Garrido, eds., Emerging Markets :
Past and Present Experiences, and Future Prospects, MacMillan Press, London, 1999, Chapter 5, pp.73-
96.

１７．「金融グローバル化とアジア経済危機」、国宗浩三編『アジア通貨危機－その原因と対応の問題
点』、研究双書 No.501、アジア経済研究所、2000年。

１８．「グローバル化と開発戦略：国民経済は死にかけているか」、大野幸一・錦見浩司編『開発戦略の再
検討：課題と展望』、アジア経済研究所、2000年。

１９．A Comment on Shan-Jin Wei,“Why Does China Attract So Little Foreign Direct Investment?”in Ito and
Krueger, eds., The Role of Foreign Direct Investment in Economic Development, University of Chicago
Press, Chicago, 2000.

２０．“Macroeconomic Interdependence in the APEC Region,”in Ippei Yamazawa, ed., Asia Pacific Economic
Cooperation（APEC）, Routledge, London, 2000, Chapter 2, pp.19-56.

２１．「アジア通貨危機：開放小国のマクロ経済運営」、野副伸一・朴英哲編『東アジア経済協力の現状と
可能性』、慶應義塾大学出版会、東京、2001年。

２２．「「構造改革」で制度は変化するか？：東アジアの経験」、大野幸一・錦見浩司編『開発政策の課題
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と展望』、アジア経済研究所、2001年。
２３．「太平洋地域における環境と開発」、小島清編著『太平洋経済圏の生成 第 3集』、文眞堂、2001

年、197-209頁。
２４．「経済危機下の金融政策と金融システム：東アジアの経験」，国宗浩三編『アジア諸国金融改革の論

点』、アジア経済研究所、2001年、141-167頁。
２５．「アジア金融危機のマクロ・ダイナミクス」、国宗浩三編『開発途上国経済システムの中における金

融』、アジア経済研究所、2002年 3月、53-72頁。
２６．高阪章・大野幸一編『新たな開発戦略を求めて』、アジア経済研究所、研究双書 No.526、2002年 3

月、1-201頁。
２７．「「構造改革」で制度は変わるか」、高阪章・大野幸一編『新たな開発戦略を求めて』，アジア経済研

究所、研究双書 No.526、2002年 3月、第 2章、13-40頁。
２８．「グローバリゼーションと国民経済」、山澤逸平・天川直子編『21世紀の開発戦略－グローバリゼ

ーション下の発展途上国の経験と展望－』、アジア経済研究所、国際シンポジウム報告書、2002
年、第 6章、125-156頁。

２９．“National Economies under Globalization : A Quest for New Development Strategies,”in Yamazawa, Ip-
pei and Naoko Amakawa, eds., Development Strategies toward the 21st Century : The Experiences and
Perspectives of Developing Economies under Globalization, Institute of Developing Economies, Japan Ex-
ternal Trade Organization, 2002, Chapter 6, pp.113-136.

３０．“A Quest for a New International Financial Architecture : An Asian Pacific Perspective,”in Kyung Tae
Lee, ed., Globalization and the Asia Pacific Economy, Routledge, London, 2002, Chapter 15, pp.300-317.

３１．“Financing Sustained Economic Development in Southeast Asia,”in Nick J. Freeman, ed., Financing
Southeast Asia’s Economic Development, Institute of Southeast Asian Studies, Singapore, 2003, Chapter 1,
pp.1-32.

３２．「「ODA」および「開発と環境」」、政策分析ネットワーク編『政策学入門』、東洋経済新報社、2003
年 4月、第 14章、133-138頁。

３３．「アジア金融危機のマクロ・ダイナミクス」、国宗浩三・久保公二編『金融グローバル化と途上
国』、第 2章、アジア経済研究所、2004年、45-70頁。

３４．Kohsaka, Akira and Koichi Ohno, eds., New Development Strategies : Beyond the Washington Consensus,
Palgrave-MacMillan, London, 2004, pp.1-320.

３５．“National Economies under Globalization,”in Kohsaka, Akira and Koichi Ohno, eds., New Development
Strategies : Beyond the Washington Consensus, Palgrave-MacMillan, London, 2004, Chapter 4, pp.63-84.

３６．“Credit Crunch in East Asia : A Retrospective,”in Shigeyuki Abe and Bhanupong Nidhiprabha, eds.,
State, Market, Society, and Economic Cooperation in Asia, JSPS-NRCT Core University Project Report,
Center for Southeast Asian Studies, Kyoto University, June 2004, pp.265-286.

３７．ed., Fiscal Deficits in the Pacific Region, Routledge, London, 2004, pp.1-424.
３８．「アジア危機から学ぶ」、北原淳・西澤信善編『アジア経済論』第 4章、現代世界経済叢書 4、ミネ

ルヴァ書房、2004年 11月、87-122頁。
３９．「東アジアの景気回復と金融政策」、野副伸一・朴英哲編『東アジア経済協力の現状と可能性 II』、

慶応義塾大学出版会、2004年、229-252頁。
４０．「アジア経済危機とクレジットクランチ」（塩谷雅弘と共著）、小川英治・福田慎一編『国際金融シ

ステムの制度設計：通貨危機後の東アジアへの教訓』、東京大学出版会、2006年 2月、第 7章、
201-222頁。
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４１．「グローバリゼーションと途上国への資本フロー」、西川潤他編『国際開発とグローバリゼーショ
ン』、日本評論社、2006年 6月、第 2章、55-90頁。

４２．ed., Infrastructure Development in the Pacific Region, Routledge, London, 2007, pp.1-318.
４３．“A Fundamental Scope for Regional Financial Cooperation in East Asia,”Yoshinori Shimizu, ed., Eco-

nomic Dynamism of Asia in the New Millenium : From the Asian Crisis to a New Stage of Growth, World
Scientific Publishing, Singapore, 2007, Chapter 6, pp.139-176.

４４．“East Asian Monetary Integration Revisited,”Abe and Nidhiprabha, eds., Emerging Developments in East
Asia FTA/EPAs, JSPS-NRCT Core University Program Conference 2006, Doshisha University, Kyoto, Oc-
tober 27-28, 2006, June 2007.

４５．（編）『国際公共政策学入門』大阪大学出版会、2008年 3月、323頁。
４６．「国際資本移動と開発戦略」、高阪章編『国際公共政策学入門』大阪大学出版会、2008年 3月、第

11章、283-315頁。
４７．“Credit Crunch in East Asia : A Retrospective,”（Co-authored with Masahiro Enya and Mervin L. Pobre）

in Abe and Bhanupong, eds., East Asian Economies and New Regionalism, Kyoto University Press, 2008,
Chapter 9, pp.231-248.

４８．ed., Aging and Economic Growth in the Pacific Region, Routledge, London, 2013, pp.1-173.
４９．「東アジア新興市場のマクロ金融リンケージと金融深化」、国宗浩三編『グローバル金融危機と途上

国経済の政策対応』、アジア経済研究所、2013年 3月、31-60頁。
５０．「国際金融－「東アジア型マクロ経済運営モデル」と日本の役割」、大塚・黒崎編『これからの日本

の国際協力－ビッグドナーからスマートドナーへ』、日本評論社、2015年 2月、261-292頁。
５１．ed., Macro-Financial Linkages in the Pacific Region, Routledge, London, March 2015, pp.1-284.
５２．“It is Not Structural Change, but Domestic Demand : Productivity Growth of Japan,”co-authored with

Jun-ichi Shinkai, Yun-Peng Chu, ed., Lost Decades in Growth Performance, Palgrave-MacMillan, London,
April 2015, pp.53-74.

学術論文
１．『公企業の価格政策』、京都大学大学院経済学研究科修士論文、京都大学、1974年 3月。
２．「次善論としての公共料金論」、『経済評論』、第 23巻第 7号、1974年 7月。
３．「発展途上国のマクロ金融モデル」、『アジア経済』、第 22巻第 9号、1981年 9月、4-29頁。
４．Exchange Rate Policies in High-Inflation LDCs -A Case of Brazil 平成 28年，（co-authored with Roberto

Fendt, Jr.）, Joint Research Project Series 44, Institute of Developing Economies, March 1984.
５．Yen-Dollar Exchange Rate Determination : 1973-82, Ph.D. Dissertation, Stanford University, June 1984.
６．The Special Issue on Monetary and Fiscal Aspects of Economic Development（編著）, Developing Econo-

mies, Vol.22, No.4, December 1984.
７．“The High Interest Rate Policy under Financial Repression,”Developing Economies, Vol.22, No.4, De-
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